
○習志野市情報公開条例施行規則  

平成１０年２月２０日  

規則第４号  

改正  平成１４年９月２７日規則第３６号  

平成１５年３月３１日規則第８号  

平成１７年３月３１日規則第１３号  

平成２８年３月３１日規則第２９号  

平成３０年３月３０日規則第１０号  

平成３０年１２月２７日規則第６０号  

令和元年６月２１日規則第５号  

 令和２年１１月１９日規則第４７号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、習志野市情報公開条例（平成９年条例第１７号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

（公文書から除く電磁的記録）  

第２条  条例第２条第２号ウに規定する規則で定める電磁的記録は、データ処理

等の作業のために作成した磁気ディスク等の電磁的記録とする。  

（平３０規則６０・追加）  

（公文書公開請求書）  

第３条  条例第６条第１項に規定する書面は、公文書公開請求書（別記第１号様

式）とする。  

（平３０規則１０・一部改正、平３０規則６０・旧第２条繰下）  

（公文書全部公開決定通知書等）  

第４条  条例第１１条第１項に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項と

する。  

(１ ) 公開決定に係る公文書について求めることができる公開の実施の方法  

(２ ) 条例第１７条第２項の規定により費用が生じる場合は、その額  

２  条例第１１条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ当該各号に定めるものとする。  

(１ ) 公文書の全部を公開する旨の決定をした場合  公文書全部公開決定通知



書（別記第２号様式）  

(２ ) 公開請求に係る公文書の一部に非公開情報が記録されているため、当該

非公開情報部分について公開しない旨の決定をし、当該非公開情報部分を除い

た部分について公開する決定をした場合  公文書部分公開決定通知書（別記第

３号様式）  

３  条例第１１条第２項に規定する書面は、公文書非公開決定通知書（別記第４

号様式）とする。  

４  条例第１１条第３項に規定する書面は、公文書公開請求拒否決定通知書（別

記第５号様式）とする。  

（平２８規則２９・平３０規則１０・一部改正、平３０規則６０・旧第３

条繰下）  

（公文書公開等決定期間延長通知書）  

第５条  条例第１２条第２項に規定する書面は、公文書公開等決定期間延長通知

書（別記第６号様式）とする。  

（平３０規則６０・旧第４条繰下）  

（公文書公開等決定期間延長特例通知書）  

第６条  条例第１３条に規定する書面は、公文書公開等決定期間延長特例通知書

（別記第７号様式）とする。  

（平３０規則６０・旧第５条繰下）  

（公文書公開請求事案移送通知書）  

第７条  条例第１４条第２項に規定する書面は、公文書公開請求事案移送通知書

（別記第８号様式）とする。  

（平３０規則６０・旧第６条繰下）  

（第三者保護に関する通知書）  

第８条  条例第１５条第１項の規定により第三者から意見を聴くときは、公文書

公開に係る意見照会書（別記第９号様式）により通知するものとする。  

２  条例第１５条第２項の規定により第三者に意見を述べる機会を与えるときは、

意見陳述機会付与通知書（別記第１０号様式）により通知するものとする。  

３  第１項又は前項の規定により通知を受けた第三者が意見の陳述をするときは、

公文書公開に係る意見陳述書（別記第１１号様式）により行うものとする。た



だし、実施機関から意見の陳述を口頭で行うよう指定されているときは、これ

によらなければならない。  

４  条例第１５条第３項後段の規定により第三者に通知するときは、公文書公開

に係る第三者情報公開決定通知書（別記第１２号様式）により行うものとする。  

（平２８規則２９・一部改正、平３０規則６０・旧第７条繰下）  

（公開の実施）  

第９条  公文書を閲覧、視聴又は聴取する者は、公文書を丁寧に取り扱い、これ

を汚損し、又は破損してはならない。  

２  実施機関は、前項の規定に違反した者又は違反するおそれがあると認められ

る者に対し、公文書の閲覧、視聴若しくは聴取を中止させ、又は禁止すること

ができる。  

３  公文書の公開を行う場合において、公文書の写しを交付するときの交付部数

は、公開請求があつた公文書１件につき１部とする。  

（平３０規則１０・一部改正、平３０規則６０・旧第８条繰下・一部改正） 

（電磁的記録の公開の実施の方法）  

第１０条  条例第１６条の規則で定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の

種別に応じ、それぞれ当該各号に掲げる方法（プログラム（電子計算機に対す

る指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをい

う。以下同じ。）を用いて行う必要があるものにあっては、実施機関が保有す

るプログラムにより行うことができるものに限る。）とする。  

(１ ) 録音テープ、ビデオテープその他音声又は映像が記録された電磁的記録  

当該電磁的記録を専用機器により再生したものの視聴若しくは聴取又は同様

の電磁的記録媒体に複写したものの交付  

(２ ) 前号に規定する電磁的記録以外の電磁的記録  当該電磁的記録を用紙に

出力したものの閲覧又はその写しの交付  

２  前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録を専用機器により再生した

ものの閲覧若しくは視聴若しくは聴取又は複写したものの 交付の方法（プログ

ラムを用いて行う必要があるものにあっては、実施機関が保有するプログラム

により行うことができるものに限る。）により公開することが容易であるとき

は、当該方法とすることができる。  



３  前２項に定める方法による電磁的記録の公開にあっては、市長は当該電磁的

記録の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他正当な理由がある

ときは、当該電磁的記録を複写したもの又は用紙に出力したものの写しにより、

これを行うことができる。  

（平３０規則６０・追加）  

（費用負担）  

第１１条  条例第１７条第２項に規定する費用の額及びその徴収時期は、別表の

とおりとする。  

２  条例第１７条第２項ただし書の規定により、費用を減額し、又は免除するこ

とができる場合は、請求者が次の各号のいずれかに該当する者であるときとす

る。  

(１ ) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により保護を受けている者で

あるとき。  

(２ ) 災害その他特別の理由により費用の負担をすることが困難と認められる

者であるとき。  

３  前項の規定により費用の減額又は免除を受けようとする者は、公文書の公開

を受ける前に、費用負担減免申請書（別記第１３号様式）に必要な書類を添え

て、市長に申請しなければならない。  

４  市長は、前項の規定による申請があつたときは、速やかに減免の可否を決定

し、費用負担減免に関する決定通知書（別記第１４号様式）により通知するも

のとする。  

（平１５規則８・全改、平３０規則１０・一部改正、平３０規則６０・旧

第９条繰下）  

（手数料の減免）  

第１２条  条例第２１条第７項の規定により読み替えて準用する習志野市行政不

服審査法施行条例（平成２７年条例第２３号）第９条第２項の規定により、手

数料を減額し、又は免除することができる場合は、審査請求人又は参加人が、

前条第２項各号のいずれかに該当する者であるときとする。  

２  前項の規定により手数料の減額又は免除を受けようとする者は、条例第２１

条第４項の規定による交付を求める際に、併せて前条第２項各号のいずれかに



該当する旨及びその理由を記載した書面に必要な書類を添えて、市長に申請し

なければならない。  

３  市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに減免の可否を決定

し、通知するものとする。  

（平２８規則２９・全改、平３０規則６０・旧第１０条繰下）  

（運用状況の公表）  

第１３条  条例第２４条の規定による運用状況の公表は、次の各号に掲げる事項

を広報紙又はホームページに掲載する方法により行うものとする。  

(１ ) 公文書公開請求件数  

(２ ) 公文書公開決定件数  

(３ ) 公文書非公開決定件数  

(４ ) 公文書部分公開決定件数  

(５ ) 公文書公開請求拒否決定件数  

(６ ) 審査請求件数  

(７ ) その他必要な事項  

（平２８規則２９・旧第１５条繰上・一部改正、平３０規則６０・旧第１

１条繰下）  

（委任）  

第１４条  この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。  

（平１５規則８・旧第１７条繰上、平２８規則２９・旧第１６条繰上、平

３０規則６０・旧第１２条繰下）  

附  則  

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。  

附  則（平成１４年９月２７日規則第３６号）  

（施行期日）  

１  この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の日前にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定によ

り作成された用紙については、この規則の施行の日以後においても、当分の間、

使用し、又は所要の修正をして使用することができる。  



附  則（平成１５年３月３１日規則第８号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、平成１５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則による改正後の習志野市情報公開条例施行規則第９条及び第１６条

の規定は、この規則の施行の日以後になされる公文書の公開の請求に係る公文

書の公開から適用し、同日前になされた公文書の公開の請求に係る公文書の公

開については、なお従前の例による。  

附  則（平成１７年３月３１日規則第１３号）  

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。  

附  則（平成２８年３月３１日規則第２９号）  

（施行期日）  

１  この規則は、平成２８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の日前にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定によ

り作成された用紙については、この規則の施行の日以後においても当分の間、

所要の修正をして使用することができる。  

附  則（平成３０年３月３０日規則第１０号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成３０年１２月２７日規則第６０号）  

（施行期日）  

１  この規則は、平成３１年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の日前に改正前の習志野市情報公開条例施行規則により作成

された用紙については、この規則の施行の日以後においても当分の間、使用し、

又は所要の修正をして使用することができる。  

（習志野市市長等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る規則の一部改正）  

３  習志野市市長等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る規則（平成１９年規則第６号）の一部を次のように改正する。  



〔次のよう略〕  

附  則（令和元年６月２１日規則第５号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、令和元年７月１日から施行する。  

附  則（令和２年１１月１９日規則第４７号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

別表（第１１条）  

（平３０規則６０・全改、令元規則５・一部改正）  

公文書の種類  金額  徴収時期  

文書及び図画  写 し（単色刷り）１枚につ

き  １０円  

写しの交付のとき  

写 し（多色刷り）１枚につ

き  ５０円  

写しの交付のとき  

電 磁 的 記

録  

音 声 が 記 録 さ れ た 電

磁的記録  

複 写した録音カセットテー

プ１巻につき  ２００円  

複 写 し た 録 音 カ セ ッ

ト テ ー プ の 交 付 の と

き  

複 写した光ディスク１枚に

つき  １００円  

複 写 し た 光 デ ィ ス ク

の交付のとき  

映 像 が 記 録 さ れ た 電

磁的記録  

複 写したビデオカセットテ

ープ１巻につき  ２３０円  

複 写 し た ビ デ オ カ セ

ッ ト テ ー プ の 交 付 の

とき  

複 写した光ディスク１枚に

つき  １００円  

複 写 し た 光 デ ィ ス ク

の交付のとき  

その他の電磁的記録  印 刷物として出力したもの

（ 単 色 刷 り ） １ 枚 に つ き  

１０円  

印 刷 物 と し て 出 力 し

たものの交付のとき  

印 刷物として出力したもの

（ 多 色 刷 り ） １ 枚 に つ き  

５０円  

印 刷 物 と し て 出 力 し

たものの交付のとき  



複写した光ディスク１枚に

つき  １００円  

複 写 し た 光 デ ィ ス ク

の交付のとき  

備考  

１  用紙の両面に複写するときは、片面を１枚として金額を算定する。  

２  写し又は印刷物として出力したものの交付は、日本産業規格 A列３番まで

の用紙を用いて行うものとする。ただし、実施機関が保有する機器及びプロ

グラムにより、日本産業規格 A列３番を超える規格の用紙を用いることが容

易である場合は、これを用いるものとし、当該写し又は印刷物として出力し

たものの枚数は、日本産業規格 A列３番の用紙を用いた場合の枚数に換算し

て算定するものとする。  

３  複写した光ディスクの交付は、記憶容量が７００メガバイトのＣＤ―Ｒ又

は記憶容量が４．７ギガバイトのＤＶＤ―Ｒを用いて行うものとする。この

場合において、複写した光ディスクの記憶容量がこれらの記憶容量 を超える

ものであるときは、分割して複写したものを交付する。ただし、実施機関が

保有するプログラムにより、分割して複写することが困難である場合は、当

該記憶容量を記録できる電磁的記録媒体に複写したものを交付するものと

し、この場合においては、当該電磁的記録媒体の購入に要する費用に相当す

る額を徴収するものとする。  

４  郵送により写し等の交付を行う場合の徴収時期は、写し等の交付をする前

とし、この場合においては、当該郵送に要する費用に相当する額を合わせて

徴収する。  



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


